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1．はじめに

近年，地球温暖化に関連する報告が世界各地でな
されている．2024 年の全球平均気温は過去最高を
記録し，単年度ではあるが，パリ協定の野心的な目
標である気温上昇を 1.5℃未満を超える可能性が高
い 1）．
　日本では，2023 年 7 月の記録を上回って，2024
年7月の気温は，観測史上最も高温となった2）．また，
同月下旬の北日本の大雨は地球温暖化の影響で降水
量が増加した可能性があることが分かっている．こ
のように，日々の生活でも，折に触れ地球温暖化に
関する情報に接する機会が増えてきた．
　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）から第
六次評価報告書 3）が 2021 年から 2023 年に，かけて
公表された．自然科学的根拠をまとめたワーキング
グループ I では，人間の影響が大気，海洋及び陸域
を温暖化させてきたことには疑う余地がないと述べ
られ 4），影響・適応・脆弱性をまとめたワーキング
グループ II では，人為起源の気候変動は，極端現
象の頻度と強度の増加を伴い，自然と人間に対して，

広範囲にわたる悪影響引き起こしていると述べられ
ている 5）．このような科学的な進展には，2021 年に
ノーベル物理学賞を受賞した眞鍋淑郎博士の先駆的
な研究の数々がある 6）．地球温暖化の進行が疑う余
地がなくなった現在，それを緩和する施策を打つと
共に，温暖化レベル毎の影響評価，それに対応する
適応を，10 年～数 10 年先を見越して，今現在から
始めて行く必要がある．
　この第六次評価報告書は，対象とする空間スケー
ルが，世界から東アジア域までの広い範囲での予測
が主で，日本域の予測が十分に記述されている訳で
はない．文部科学省は，長きに亘り将来の気候変動
研究を先導し，そのプログラムの中で開発された日
本域の詳細な気候予測データ成果を基に，気象庁と
協力して「日本の気候変動 2025」を 2025 年 3 月に
公表する予定である 7）．このレポートで利用した
データは，影響評価や適応策立案に広く利活用して
貰うために，整理しまとめて，「気候予測データセッ
ト 2022」（DS2022）として，データ統合・解析シス
テム（DIAS）から公開されている（https://diasjp.
net/ds2022/）．本稿では，このデータセットの概要
について述べる．

2．地球温暖化予測

2.1　地球温暖化予測の基礎
　地球温暖化予測の端緒の一つは，Manabe and 
Strickler（1964）8）の鉛直 1 次元放射対流平衡モデル
である．このモデルから発展し，現在では，地球シ
ステムモデルと呼ばれている．これは，大気・海洋・
陸域のみならず，地球の気候を決定する様々な物理
過程と相互作用（図 1）を，取り込んできたためで
ある．これらの過程を物理方程式で記述し，離散化

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••特集Ⅱ

「気候予測データセット 2022」の概要
Overview of Climate Projection Data Set 2022

仲江川 敏之 *

気象・環境セミナー「気候予測・再解析データ」
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る．CMIP5 の結果に基づき IPCC 第 5 次評価報告
書で報告されている世界平均地上気温変化を図 3 に
示す．
　図 4 に DS2022 で用いている力学的ダウンスケー
リング実験の概要を示す．図の左が CMIP5 実験を
表しており，大気と海洋が互いに影響を及ぼし合い
ながら，将来の気候を予測する．CMIP5 実験の結
果を見ると，海面水温（SST）の空間パターンの再
現性が必ずしも十分でないため，大気循環もその影
響を受けた再現に留まっている．そこで，海面水温
を計算せずに境界条件として与える実験を行った

（図4中央）．過去実験については観測されたSSTを，
将来については，過去に観測された空間パターンに，
CMIP5 実験で得られた地点毎の SST 上昇量を加え
ることで将来 SST を用意し，境界条件とした．こ
のことにより，現在気候の再現性が担保された予測
が可能となる．
　この手法で，まず，全世界を 60km または 20km
までダウンスケーリングし，そこから更に日本域を
対象に 5km, 2km までダウンスケーリングを行って
いる（図 4 右）．但し，解像度を 2 倍にすると計算

して，コンピュータ言語を用いて，コンピュータで
動作するプログラムが作成される．日々の天気予報
モデルは，主に大気と陸面の部分から成り立ってい
る点で地球システムモデルと異なる．また，天気予
報は観測された初期値から時間発展を計算するもの
で，気候予測は将来の社会経済シナリオの下で実現
される温室効果ガス濃度に対応する状態を計算する
ものである．この二つは微分方程式における初期値
問題と境界値問題に相当する．
　地球システムモデルの空間解像度は 100 ～ 200km
程度である．この解像度では，太平洋側と日本海側
の気候の違いを十分に表現できないことは，想像に
堅くない．また，解像度が低いと山があることによ
る雨への影響，いわゆる地形性降雨も表現できない．
これらを表現するのが地域詳細化，即ちダウンス
ケーリング（図 2）を行う第一の理由である．もう
一つの理由は，台風や梅雨といった気象現象をある
程度現実的に再現できるようにするためである．
　ダウンスケーリングは大きく分けて，物理法則に
則って開発された地域詳細なデータ，それとは対照
的に統計的関係から開発された地域詳細なデータが
あり，これらはそれぞれ，力学的ダウンスケーリン
グ，統計的ダウンスケーリングと呼ばれている．
2.2　DS2022でのダウンスケーリング実験
　DS2022 では，将来の社会経済シナリオとして，
主に代表的排出経路（Representative Concentration 
Pathway; RCP）を用いている．これは，地球温暖
化予測を行う世界的なモデル開発コミュニティであ
る第 5 期結合モデル国際モデル比較実験（CMIP5）
で用いられている温室効果ガス濃度に相当するもの
であるが，濃度の代わりに，放射強制力を用いてい

図 4．�DS2022 で用いている力学的ダウンスケーリング実験の
概要．左，中央，右は，それぞれ，地球システムモデ
ル（気候モデル），全球大気地球システムモデル（MRI-
AGCM），領域気候モデル（NHRCM）を表している．
SST は海面水温である．（DS2022 解説書第 1 章資料 3
付録 10）より転載）

図 3．�世界平均地上気温の変化．ベースは1986〜2005年平均．
温の変化複数の気候モデルにより計算されたもの．黒
は過去の強制力に基づく再現．赤は RCP8.5 シナリオ，
青は RCP2.6 シナリオに基づく将来予測．陰影は不確実
性の幅を表す 9）

図 2．�力学的ダウンスケーリングの概念図．全球大気モデ
ル（AGCM20）を用いて，まず 20km 解像度で計算し，
非静力学地域気候モデル（NHRCM）を用いて日本
域を 5km，2km と地域詳細化していく．
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資 す る ア ン サ ン ブ ル 気 候 予 測 デ ー タ ベ ー ス
（database for policy decision making for future 
climate change; d4PDF）13）と呼ばれるアンサンブル
サイズが最大 100 メンバーと非常に大きいデータと
なっている．このデータにより，稀に起きる大雨や
高温の将来変化を定量的に推定できるほか，後に述
べる不確実性も定量的に推定できる．このデータの
内，⑯全国版 5km d4PDF は，DS2022 が公開され
た後の 2024 年に追加された最新のデータである 14）．
このデータには，台風をターゲットにしたデータも
含まれている 15）．三つ目は，連続実験で 1950 年～
2100 年までの連続した 150 年間のデータである 16）．
これら力学的ダウンスケーリング（大気）を模式的
に示したのが図 6 で , 全て同一のシステムでデータ
開発がなされている．これらのデータは，小規模ス
ケールの気象現象を陽に表現でき，得られるデータ
間の整合性がとれている点で優れているが，計算負
荷が大きく，長期間，広領域の計算には年単位での
時間を要する．

時間はおよそ 8 倍になるので，スーパーコンピュー
タをもってしても，容易にダウンスケーリング実験
ができる訳ではないので 11），統計的ダウンスケー
リングも広く利用されている．

3．気候予測データセット2022

3.1　構成
　DS2022 は，文部科学省と気象庁が開催する「気
候変動に関する懇談会」12）の検討を踏まえて，我が
国の気候変動適応に資する予測情報として，データ
セットと解説書を整備することになった．
3.2　データ
　先に述べた通り，DS2022 は DIAS から提供され
ており，16 種類のデータから構成されている．こ
の 16 種類を 3 つに分類して表したのが図 5 である．
大きく大気のデータと海洋のデータに分けることが
でき，大気は更に力学的ダウンスケーリングと統計
的ダウンスケーリングに分けることができる．以下
ではこの 3 つの概要について述べる．
3.2.1　力学的ダウンスケーリング（大気）
　大気の力学的ダウンスケーリングは更に，3 つに
分けることができる．一つ目はタイムスライス実験
で，日本域のデータは，現在気候（1981 ～ 2000 年）
と将来気候（2079 ～ 2099 年）の各 20 年ずつのデー
タで，空間解像度 2km までの高解像度実験を行っ
ている．「日本の気候変動 2020」9）は，主にこのデー
タの②日本域 5km を「日本の気候変動 2025」では
②日本域 2km の結果に基づいて報告されている．
二つ目は，d4PDF シリーズで，地球温暖化対策に 図 6．力学的ダウンスケーリング（大気）の分類図．

図 5．気候予測データセット 2022（DS2022）の分類．DS2022 解説書 10）資料 2 の図に加筆．
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研究成果も盛り込んだ詳細版があるので，必要に応
じて自身の必要とする気候予測情報を得ることがで
きる．また，地方自治体向けの都道府県版リーフレッ
トも用意されている．

4．予測の不確実性

　日々の天気予報でも，為替レートでも，将来の予
測には不確実性が必ず存在する．気候予測の不確実
性は，その要因から大きく 3 つに分けられる 19，20）．

以下では，力学的ダウンスケーリング（大気）（図 6）
を例にして，定量化可能なできる不確実性について
述べる．
　一つ目は，地球システムが本来的に持っているば
らつきで，内部変動と呼ばれる．これは，初期値を
変えた 100 程度の実験を行った d4PDF シリーズを
用いることで，内部変動による不確実性を量的に把
握することができる．二つ目は，将来どんな社会経
済が実現され，どのように温室効果ガス濃度 / 放射
強制力が変化するかに依存する不確実性で，社会経
済シナリオによる不確実性と呼ばれている．これは，
複数の放射強制力 RCP シナリオ実験を実施するこ
とで，量的に把握することができる．多寡はあれ，
力学的ダウンスケーリング（大気）では，どのデー
タにも社会経済シナリオの不確実性は含まれてい
る．最後の 3 つ目は，モデルによる不確実性である．
気候モデルは，現在の最先端科学を持ってしても完
全に気候を再現できるわけではない．モデルが変わ
ると，将来変化の増減方向や，方向が同じでも程度
が異なることがある．CMIP5/CMIP6 では多くの気
候変動研究を実施している機関のモデルがデータを
提供しているため，モデルの不確実性を定量化する
ことが可能である．一方，力学的ダウンスケーリン
グ（大気）では，気象研究所の全球大気モデルのみ
が用いられている．この点を補うために，気候予測
で重要な降水量に関わる対流性降雨のモデルスキー
ムを変えたマルチスキーム・マルチシナリオ実験
21）や，異なる CMIP5 モデルの SST の将来変化を
用いた d4PDF シリーズ全球モデル実験などがある．
また，台風については名古屋大学が開発したモデル
CReSS15）でも実験を行って，モデルに起因する不
確実性を量的に把握することを試みている．

5．DS2022の公開サイト

　DS2022 のデータは全て DIAS に収録・公開さて
おり，これらのデータと解説書を束ねたものが，
DIAS の協力の下，DS2022 として，ポータルサイ

3.2.2　統計的ダウンスケーリング（大気）
　力学的ダウンスケーリングの実施に時間を要する
デメリットに対して，統計的ダウンスケーリングは
計算負荷が小さく，複数のシナリオ，長期間，高量
域を対象とすることができる点で優れている．例え
ば，力学的ダウンスケーリングでは，CMIP5 の実
験設定を用いているが，統計的ダウンスケーリング
では，IPCC AR6 で主に用いられているより新しい
CMIP6 に基づくデータが，水平解像度 1km で収録
されている．詳細については，本特集の石崎

（2025）17）を参照されたい．
3.3　力学的ダウンスケーリング（海洋）
　海洋の気候予測データは，力学的ダウンスケーリ
ング手法によって開発されている 18）．一つは，
CMIP5 の大気外力を利用して海洋モデルを駆動す
ることでダウンスケーリングを実施したものであ
る．空間解像度は 10km と，それにネスティングし
て開発した 2km のものがある．もう一方は，力学
的ダウンスケーリング（大気）の全球 20km モデル
によるタイムスライス実験の大気外力を利用して波
浪予測を，全球，そこからのネスティングにより北
西太平洋，日本域のデータで構成されている．
　以上見てきたように，16 ものデータが DS2022 に
は含まれている．その理由の一つは，ユーザーから
の多様な要望に応えるために，複数のデータを整備
したためである．もう一つは，予測に伴う不確実性
を見積もるためである．
3.4　解説書
　解説書の目的は，予測データの利用に当たって，
利用上の注意点等の情報を提供することであり，気
候予測データの特徴，データセットの内容，次に述
べる予測の不確実性等がまとめられている．
　解説書の執筆に当たり，実際に DS2022 に収録さ
れているデータを触る研究者やコンサルタントなど
の実務者方を主な読者と想定した．第 1 章で各デー
タセットに関連する全般的事項をまとめ，第 2 章で
16のデータ毎の解説となっている．第1章が65ペー
ジ，第 2 章が 259 ページで，全 324 ページと，かな
りのボリュームである．初めてデータを利用する場
合は，第 1 章にまずは目を通して頂きたい．
　DS2022 に基づく，日本域における温暖化予測は，

「日本の気候変動 2020」並びに「日本の気候変動
2025」に記載されているので，今世紀末の気候につ
いて概要を把握したい場合は，これらを参照された
い．政策や行動の立案・決定の基礎資料としての本
編，その概要を知りたい方のための概要版，最新の
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　国道交通省では，気候変動を踏まえた各種検討会，
例えば，「水資源分野における気候変動への適応策
のあり方検討会」などで，全国版 d4PDF が用いら
れている．また，環境省の気候変動評価報告書や国
立環境研究所で開発された，「力学的ダウンスケー
リングデータ NHRCM02 をベースにした CDFDM
手法による日本域バイアス補正気候シナリオ」23）な
どにも利用されている．
　図 8 は，DS2022 が，省庁横断的にどのように利
活用利用されていくかを示している．文部科学省の
研究プログラムでデータが開発され，文部科学省・
気象庁の刊行物「日本の気候変動」で予測が公表，
環境省の研究プログラムと，刊行物「気候変動影響
評価報告書」に利用されていく．
　民間企業には，現在，気候関連財務情報開示タス
クフォース（TCFD）が推奨する項目を開示するこ
とが求められ始め，東京株式市場のプライム上場企
業はコーポレートガバナンス・コードにおいて

「TCFD 等の国際的枠組みに基づく質と量の充実を
進めるべき」と規定さている．民間企業での
DS2022 の利活用は黎明期で，技術力のあるコンサ
ルタント会社が利用を始めたところであり，今後，
幅広く利活用されることが期待される．
　図 9 はデータの開発者と利用者の関係を簡略して
描いたものである．この両者の間には，これまでの
意見交換会やワークショップなどから，提供者から
の情報やデータと，利用者のニーズとシーズの間に
は大きなギャップが存在していることが分かってい
る 25）．このギャップを埋める努力は双方から必要
であるが，容易なものではない．そこを埋めていく
気候変動予測や気候リスク分析を支援する企業や人
材が必要であることは世界的な認識である 26，27）．

7．将来のデータセット更新に向けて

　図 6 で述べたように，ダウンスケーリング（大気）
では，全てのデータ開発に，同一システムを利用し

ト（https://diasjp.net/ds2022/）より公開されている．
上で述べた 16 種類のデータと解説書の他に，よく
ある質問と回答集，用語集，ユーザーサポート機能

（お問い合わせフォーム）が用意されている（図
7a）．各データのページでは，データのメタ情報（デー
タセット名，概要，利用されたモデル，実験構成，
モデル水平解像度など）が並んでいる（図 7b）．また，
当該データ解説書へのリンク，データダウンロード
へのリンクもある．尚，データのダウンロードの際
には，DIAS アカウントの作成が必要となる（https://
diasjp.net/use/account/）．

6．DS2022の利活用例

　DS2022 は研究目的に留まらず，既に様々な分野
での利活用が進められている．既に挙げた，文部科
学省・気象庁の「日本の気候変動 2025」を始め，
多くの省庁で利活用が進んでいる．主な委員会等を
まとめたのが表 1 である．

図 7．�（a）DS2022 の ポ ー タ ル サ イト（https://diasjp.net/
ds2022/）とその概要（気候変動に関する懇談会 第 6
回会合資料 1-1 を改変 22）.（b）データの例（全国版
d4PDF ダウンスケーリングデータ）14）

図 8．�省庁横断的な DS2022 の利活用利用の概念図．
気候変動予測先端研究プログラム領域課題 3
令和 5 年度成果報告書 24）図 2 に一部加筆．
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ルではエアロゾル排出は時間変化するものとなって
いるが，ダウンスケーリングした将来予測データで
は，時間変化を考慮するに至っていない．世界の力
学的ダウンスケーリング研究コミュニティでは，今
後の実験では考慮しなくてはならないとしてい
る 28）．DS2022 でもこの点は注意が必要で，日射量
を利用する際には，全球大気モデルの変化と地域気
候モデルの変化が一致しているかどうか，確認する
必要がある．将来のデータセットでは，エアロゾル
排出の時間変化を取り込みみたい．
　図 8 に示したとおり，データの開発開始から，ユー
ザーが利活用し，気候変動の影響評価や適応策立案
までには，長い歳月を要する．今後も多くのデータ
利用者からのフィードバックを得ながら，データ品
質を改善していきたいと考えている．日本の太陽エ
ネルギー分野では，まだ利活用が進んでいないのが
現状である．今後，大いなる利活用の進展なされ，
多くのフィードバックが寄せられ，太陽エネルギー
分野で利活用できるデータを協創していきたい．
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表 1．データセット 2022 に収録されているデータ並びに生成された情報が用いられている省庁の委員会等
省庁 委員会名等 当該ホームページ

国土交通省 気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会 h�ps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/

水資源分野における気候変動への適応策のあり方検討会 h�ps://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_fr2_000002.html

気候変動を踏まえた砂防技術検討会 h�ps://www.mlit.go.jp/river/sabo/commi�ee_kikohendo.html

気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会 h�ps://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000659.html

気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会 h�ps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hozen/

環境省 気候変動影響評価・適応小委員会

気候変動影響評価報告書

気候変動による災害激甚化に関する影響評価業務

h�ps://www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00003.html

h�ps://www.env.go.jp/press/press_01913.html

令和６年度気候変動適応の研究会 研究発表会・分科会

令和６年度地域の気候変動適応推進に向けた意見交換会

（毎年実施）

h�ps://adapta�on-pla�orm.nies.go.jp/archive/conference/2024/1217/index.html

h�ps://adapta�on-pla�orm.nies.go.jp/archive/conference/2024/1218/index.html

農林水産省 地球温暖化対策

農業分野における気候変動・地球温暖化対策について

漁港施設等における気候変動適応策の設計に係る手引き

h�ps://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/index.html

h�ps://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/pdf/ondanka_taisaku.pdf

h�ps://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_gideline/a�ach/pdf/index-144.pdf

金融庁 気候変動リスク・機会の評価等に向けたシナリオ・データ関係機関懇

談会

h�ps://www.fsa.go.jp/singi/scenario_data/index.html
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